
事務事業調書の見方 

 
H23の事業名称 第 5 次鯖江市総合

計画における体系 

開始年度不明の場合は 0000 

終了年度未定の場合は 9999 

法令上、市職員が実施すべき

根拠がある場合、根拠を掲載 

現在の実施形態について、市

直営や民間委託等から選択 

成果指標の目標値

を達成するために

行った活動の結果 

※数値化できない場合

は設定困難 

事業を実施して得られた成果の結果 

 

達成率は目標値に対する実績値の割合 

達成ランクはＡ：95%以上、Ｂ：80%以上～

95%未満、Ｃ：80%未満 

実数値は目標値・実績値が「％」表示の場合、

分母分子（例：45/50）を入力 

事業に従事する職員数を 1 年間の執務状

況を換算して表示 

[計算例]  

2人の職員が 1年の内 2ヶ月間毎日、1

日の半分の時間、当該事務事業の執務を行

っている場合 

2人×（2/12ヶ月）×（1/2日）=0.17人 

※人数で示せない場合に限り、所要時間で

表示 （例：45時間） 



事務事業調書の見方 

 

平成 25年度の方向性（内部評価） 

「事務改善」「内容拡大」「内容縮小」「維持」

「終了」「廃止・休止」「統合」から選択 

事業に対する市民ニーズが十分にあ

るかどうかの判断と根拠 

行政が関与する必要があるかどうか

の判断と根拠 

国や県、民間等におい

て、同様の事業が行わ

れていないかどうか 

本市の事務事業の中に目

的・概要が類似したもの

がないかどうか 

事業に関する経費について、成果を低下させずに削

減する余地があるかどうかの判断と根拠 

事業の財源について、現在以上に特定財源を

確保する方法があるかどうかの判断と根拠 

事業の目的達成に向けて、現在の水準以上に

向上させる余地があるかどうかの判断と根拠 

市民主役事業として実施不可を選択 


